
１ 危機管理上のリスク
○ 新型コロナウイルス感染症拡大に際し，東京一極
集中の脆さが浮き彫りになっており， 危機管理の面
からもリスク分散が改めて認識された。
○ また，公表されている南海トラフ巨大地震や首都
直下地震などのＭ７クラス以上の地震の発生確率は
３０年以内に７０～８０％になっている。

２ 成長の阻害
○ 国際競争力を維持するためには，東京に機能を
集中させることが必要という意見もあるが，現実には
日本の成長率に対する東京の影響度はマイナスと
なっている。

○ 人口減少や少子高齢化が進展する中，日本が
将来にわたって国際競争力を維持し，持続可能な
社会を実現していくためには，多様な人材が活躍し，
各地でイノベーションが起こり，付加価値と雇用を生
み出していく国土を創出していく必要がある。
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■ 想定される主な大規模地震の概要
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【現状/課題③】 外部不経済の拡大
・ 過度な集中により，一日当たりの通勤時間の増大
や狭小な持ち家延べ床面積，保育所待機児童数の
増加など，外部不経済を発生させている。

【現状/課題①】 大規模災害のリスク
・ 新型コロナウイルス感染症拡大に伴う影響により，
政治・経済・文化・観光・スポーツなどの中核施設
の過度な集積に伴う経済活動の一極集中は，他の
地域を含めた国全体の経済活動にも大きな影響を
及ぼすことに繋がる。
⇒ 味の素ＮＴＣの施設利用停止によるオリンピック・
パラリンピック強化選手への影響
⇒ 慶應義塾大学や早稲田大学等のキャンパス
の閉鎖により，全国約２９０万人の大学生の内，
約７５万人に影響

【現状/課題②】 成長力の限界
・ 東京都市圏のＧＤＰは『世界１位』(2014)だが，
1人当たりＧＤＰでは１１９位であり，モスクワ(99位)
よりも低い。
・ また，国内におけるＧＤＰの成長率においても，引
き下げる要因となっている。

■ 世界から見た東京一極集中
世界と比較しても，企業拠点の東京圏への集中は突出している。


